
















1.研究の目的 

 重症心身障害児(重症心身障害児とは,児童福祉法第 43 条の 4に示されるように,「重度

の精神薄弱と重度の肢体不自由を重複している児童」を意味する。しかし,18 歳以上の同

じ障害をもつ人についても,同法第 63条の 3第 1項の規定により児童と同じ処遇が適用さ

れるので,本稿では児童ならびに 18 歳以上の者の双方を含めて重症心身障害児と呼ぶこと

とし,それを重症児と略して記述した)については,その障害の内容と程度から,家庭での療

育が困難であると考えられてきた。事実,今日でも,施設入所に頼らざるを得ないというケ

ースは決して少なくない。 

 しかし,他方において,施設での療育実績やさまざまな社会資源が充実してきた結果から

みると,重症児の療育即施設入所という考え方が,唯一最良のものであるとはいえない。い

な,むしろ,重症児の療育のすべてを,従来の実態のままに重症児施設に求めることは誤り

であるとさえいわれている。 

 一方,重症児施設は,多大の社会的負担を前提として運営されるものであるが,これを従

来のように重症児の唯一の処遇方法と考えるならば,今後さらに多くの施設を増設しなけ

ればならない。しかし,それはもはや不可能であると考えられる。 

 したがって,今後の重症児問題は,「収容」を目的としているかのようにみられがちな重

症児施設に,解決のすべてを求めるのではなく,家庭や地域社会での療育にその可能性を求

め,同時に施設に対しては,新しい位置づけと役割を求めていくことが必要であると思われ

る。 

 本研究の目的は,上記のごとき考え方に立って,特に重症児の家庭における療育のあり方

を明らかにし,行政施策に何らかの示唆を与えようとすることにある。昭和 55 年度には,

名古屋市を除く愛知県内の在宅重症児について予備的調査を行い、昭和56 年度には,名古

屋市児童相談所と愛知県重症心身障害児(者)を守る会の協力を得て,名古屋市在住の重症

児を対象としてその実態と処遇のあり方を検討した。同時に,過去 2年間,愛知県コロニー

こばと学園における「有期限有目的入所」の実績についても考察した。 

 本年度は,名古屋市以外の愛知県の在宅重症児について,改めて本格的調査を行い,本研



究の総括的結論を導くように努めた。 


